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安心の地域医療を支える
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独立行政法人 地 域 医 療 機 能 推 進 機 構



我ら全国ネットの J C H O は
地域の住民、行政、関係機関と連携し
地域医療の改革を進め
安心して暮らせる地域づくりに貢献します

　独立行政法人地域医療機能推進機構（JCHO：ジェイコー）は平成

26年４月１日に設立されました。社会保険病院、厚生年金病院、船

員保険病院という３つのグループを統合し設立された法人です。組織

の文化や歴史の違いもある中、道のりは決して平坦なものではありま

せんでしたが、関係者の皆様のご協力によりここまで歩みを進めてま

いりました。この場を借りて御礼を申し上げます。

　先に掲げましたのは、JCHO役職員が一丸となり取り組みを進める

ための「理念」です。「全国ネット」には、JCHOが全国57の病院グルー

プであるメリットを生かした運営をしていく思いを、「連携」には、地

域の住民、都道府県・市区町村等の行政、地域の医師会、医療機関、

介護施設・事業所、大学等の関係機関との顔の見える関係を更に強化し、

施設完結型ではなく地域完結型のシステムを構築していく姿勢を、「地

域医療」には狭い意味での医療に限らず、予防からリハビリ、介護を

含む切れ目のないケアという意味をそれぞれの言葉に込めています。

　地域医療の抱えている課題や地域のニーズは、時代とともに常に変

化していきます。こうした変化に対応するには、自らを日々新たにし

ていく「改革」の意識と行動が不可欠です。JCHOの各病院では、そ

れぞれの地域の課題・ニーズをしっかりと受け止め、皆で知恵を絞り、

力を結集して果敢に取り組んでいくことで、安心して暮らせる地域づ

くりに貢献することを目指します。

　時代の要請でもある地域医療機能の推進という使命に応えるため、

独立行政法人としてふさわしい強いガバナンス、透明性を確保し、社

会的な説明責任を果たしつつ、自立的、効率的な経営に努めてまいり

ますので、今後ともご支援のほどよろしくお願い申し上げます。

「安心の地域医療を支える JCHO」キャッチフレーズ

理事長あいさつ

独立行政法人地域医療機能推進機構
理事長

尾身　茂

JCHOの「理念」
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独立法人地域医療機能推進機構は、病院、介護老人保健施設等の運営を行い、
救急医療・災害時における医療・へき地医療・周産期医療・小児医療、リハ
ビリテーションその他地域において必要とされる医療機能の確保を図り、もっ
て公衆衛生の向上・増進や住民福祉の増進に寄与することを目的とする。
設置根拠：独立行政法人地域医療機能推進機構法（平成十七年法律第七十一号）

設立目的

１．地域医療、地域包括ケアの要として、超高齢社会における地域住民の多
様なニーズに応え、地域住民の生活を支えます。

２．地域医療の課題の解決・情報発信を通じた全国的な地域医療・介護の向
上を図ります。

３．地域医療・地域包括ケアの要となる人材を育成し、地域住民への情報発
信を強化します。

４．独立行政法人として、社会的な説明責任を果たしつつ、透明性が高く、
財政的に自立した運営を行います。

使 命

平成26年４月１日設立時期

病院57施設、介護老人保健施設26施設、訪問看護ステーション24施設
居宅介護支援事業所29施設、地域包括支援センター11施設
看護専門学校７施設、健康増進ホーム１施設、研修センター１施設

施 設
（平成29年４月現在）

約２万５千人（医師３千人、看護職１万３千人）常勤職員数
（平成29年４月現在）

経常収益	 3,638億円
経常費用	 3,607億円
経常利益	 31億円
※当法人は国からの交付金は一切受けておりません。

収支状況
（平成28年度）

救急医療
●救命救急センター　2病院
●救急告示病院　56病院

小児医療
●小児救急医療（輪番制・
夜間休日対応）　23病院

へき地医療
●へき地医療拠点病院
	 4病院
●へき地診療所の指定管理
2病院
●へき地診療所への医療人
材派遣病院数
	 12病院災害医療

●災害拠点病院　14病院
●災害支援病院等　13病院

周産期医療
●地域周産期母子医療セン
ター認定病院数　6病院

●ハイリスク分娩取扱病院
数　15病院

JCHOの 概要
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● 地域で必要とされる医療の提供 ●
　JCHO は、病院群の地域的かつ機能的な多様性の強みを活か
し、５疾病５事業、リハビリテーション、在宅医療、その他地
域において必要とされる医療及び介護について、全国ネットワー
クを活用しつつ、その確保と質の向上に取り組んでいます。

① 地域包括ケアの要として予防・医療・
	 介護の切れ目ない提供
　JCHOの特徴として、日本がこれから迎えることになる超高
齢化社会を見据え、地域住民の健康の維持増進・疾病予防のた
めの予防・健康管理事業の実施、救急医療を含む急性期医療か
ら回復期・リハビリテーション医療を経て地域に戻るまでの切
れ目無い医療の提供、更に地域において必要とされる在宅医療・
介護の提供と、予防、医療、介護の分野に満遍なく取り組んで
おり、地域包括ケアの要として地域住民の多様なニーズに応え
ています。特に医療においては、救急搬送患者の受入、地域包
括ケア病棟の活用、リハビリテーションの充実、予防・健康管
理事業などに積極的に取り組み、地域住民が安心して暮らせる
地域づくりに貢献しています。

1 救急医療
　地域住民と地域医療に貢
献するために、救急医療に
積極的に取り組み、救急患
者の受入数の増加を目指し
ています。JCHO設立から
３年間で、JCHO全体の救
急患者受入数は６％以上増
加しました。

2 地域包括ケア病棟の活用
　これまでに JCHOの 36施設が地域包括ケア病棟を導入し、
地域の医療機関とも連携しながら急性期を過ぎた患者様を積極
的に受け入れ、在宅復帰を支援しています。

3 リハビリテーションの充実
　急性期から回復期まで切れ目のな
いリハビリテーション医療や、通
所リハ・訪問リハなど地域において
必要とされるリハビリテーション医
療を実施し、地域におけるリハビリ
テーション分野の中心的な役割を果
たしています。

4 予防・健康管理事業
　地域の方々の主体的な健康の維持増進への取り
組みを進めるため、効果的な特定健康診査・特定
保健指導等を実施して、生活習慣病予防をはじめ
とする予防・健康管理対策を実施しています。

② 全国的なネットワークを
	 活かした取り組み
　独立行政法人である JCHO の使命として、
JCHOの全国的なネットワークを活用し、国全体
に貢献する取り組みを行っています。

1 へき地医療
　へき地を含む医師不足地域への支援について、
自治体からの派遣要請を受け、全国的なネット
ワークを活かして積極的に協力しています。

2 災害医療
　大規模災害が発生した場合には、被災地の実情
に応じ、災害発生初期のみならず持続的に支援を
行います。平成28年度の熊本地震においても、
県の要請に応じて JCHO医療班を派遣しました。

救命救急センターでの診察の様子
（徳山中央病院）

連日開催されている健康教室（群馬中央病院）

リハビリテーション歩行練習ア
シストを使用（湯布院病院） 防災ヘリにて患者受入（熊本総合病院）

JCHOの 柱
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● 地域包括ケアの推進 ●
① 地域包括ケアの推進のための体制
　高齢社会に向けて可能な限り住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを続けることができるよう、医
療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確
保される体制として、地域包括ケアシステムの構
築が進められています。
 JCHOは、地域において必要とされる医療・介
護を提供し、地域包括ケアの要として地域住民の
多様なニーズに応えることを使命としています。
地域包括ケアを確実に推進するため、全病院に「地
域包括ケア推進室」を設置しているほか、特に、
より地域の実情に応じた施設運営を行うため、病
院の利用者や医師会、地域の医療機関、行政機関、
学識経験者等をメンバーとする地域協議会を全病
院に設置しています。地域協議会での意見を踏ま
え、各病院では救急患者の受入拡大、地域包括ケ
ア病棟の設置、訪問看護の導入、住民向け研修会
の開催等取り組んでいます。

・地域の医療・介護関係者・地域住民との連携

② JCHO の機能を活かした取り組み
　JCHOでは一般病床に加えて、回復期・慢性期病床、介護老
人保健施設、訪問看護ステーション等を有する機能を活かし、
在宅療養を維持するための支援に力を入れています。病院から
在宅、在宅から病院へのスムーズな移行のため、診療所や介護
サービス事業者との連携を充実させ、医療及び介護の両面から
支援を行っています。
　26施設ある介護老人保健施設では、積極的に在宅復帰を支
援しているほか、医療ニーズの高い利用者の受入れや看取りに
も取り組んでいます。訪問看護ステーションについては、24
時間対応やターミナル期・重症者の受入れなど、体制の強化に
取り組んでおり、事業所数も年々増加の傾向にあります。
　病院併設の介護老人保健施設や訪問看護ステーションである
という特長を活かし、質の高い医療・介護の提供を心掛け、地域
住民が安心して暮らせる地域づくりに貢献し、地域にとってなく
てはならない病院として位置づけられることを目指しています。
　居宅介護支援事業所については、要介護者等が適切なサービス
を受けられるよう関係機関等と密に連携し調整を行っています。
　地域包括支援センターは、地域住民の保健・福祉・医療の向上、
虐待防止、介護予防マネジメントなどを総合的に行う機関です。
多くの JCHO病院では、市町村から地域包括支援センターの運
営を受託することを通し、地域包括ケアの推進に貢献しています。

・介護予防教室への参加を通じた虚弱高齢者への介護予防支援

③ 専門職の人材を活かした地域貢献
　さらに、生活習慣病など病気の理解と疾病予防
のための地域住民を対象とした講演会の開催医
師・医療専門職者の講師派遣も行い、健康維持の
ための啓発活動にも力を入れています。

転倒予防教室「ひめりんごリズム体操」実施風景（北海道病院）地域ケア会議風景（北海道病院）

ショッピングセンター内で行われた糖尿病啓発運動
（高岡ふしき病院）
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④ 地域包括ケアの要となる看護職員の育成
　JCHOの使命である地域住民の生活を支えるためには、
地域医療・地域包括ケアの要となる看護職員の育成が重要
です。看護職としての自律と成長をめざして学び続けるこ
とを教育の理念とし、看護専門学校運営から、JCHOの
特色を生かした継続教育、看護管理者の育成等を行ってい
ます。

⑤ 特定行為に係る看護師の研修
　JCHO病院は、一般病床に加えて、回復期・慢性期病床、
老健施設、訪問看護ステーション等を有しているため、在
宅復帰支援や在宅療養を維持するための支援は重要な役割
です。
　看護師が「治療」と「生活」の両面から患者を支え、
異常の早期発見、重症化予防に貢献し、地域での暮らし

　JCHOは、地域医療、地域包括ケアの要として地域住
民の生活を支えることが使命であることから、地域医療
に貢献する医師を育成するための「JCHO版病院総合医
（Hospitalist）育成プログラム」を平成29年度から開
始しています。
　この育成プログラムは、JCHO全57病院のネットワー
クを活用し、医師個人のニーズに合ったカリキュラムを

提供する JCHO独自のプログラムです。これにより、地
域医療の実践病院における病院総合医、医師不足地域で
貢献する医師、又は総合診療が可能な開業医などとして
地域医療を実践する能力をもった医師を育成します。
　詳しくは JCHO ホームページ（http://www.jcho.
go.jp/hospitalist/）をご覧下さい。

を支えることを目的とし、手順書による特定行為が提供
できる高い知識や技能を身に着けた看護師を養成するた
め、厚生労働大臣が指定する研修機関として、看護師の
特定行為研修を実施しています。

⑥ 看護専門学校
　７校の看護専門学校では、地域医療、地域包括ケアの
担い手として、これからの医療・看護・福祉の向上と地
域社会の多様なニーズに対応し、人々の生活を支えるこ
とができる看護実践者の養成を行っています。
　習熟度に応じたきめ細やかな教育を行うとともに、一
人ひとりの個性を尊重し、学生が主体的な学びをできる
よう支援しています。
　また、併設している JCHO病院と連携し、実習指導体
制を整え、学生指導を行っています。

● JCHO版病院総合医育成プロジェクト ●

6



① 設立以来連続黒字
　JCHOは、国から運営費交付金が交付されない法人で
あるにもかかわらず、平成26年の設立以来、現在まで
連続で経常収支率100％を超える収支率をあげることが
でき、黒字化を達成しています。
　しかし、病院個々では、患者確保が困難な立地条件や、
医師や看護師等の不足による診療体制の縮小などから、病
院独自の努力では黒字への転換が厳しい病院もあります。
　このような病院については、本部主導で経営改善方策
を策定し、病院によっては移転の検討なども行い、本部
と病院が一体となって経営健全化に向けた取り組みを推
進しています。
　今後も病院個々の特色・機能を十分に発揮させるため、
診療報酬上の施設基準の新規取得や効率的・効果的な医
療の提供を通じて増収を図るとともに、スケールメリット
を生かした医療機器等の共同購入の実施など徹底したコ
スト削減等に努め、自立した運営に取り組んでいきます。
　
② 建替推進中
  JCHOの 57病院の建物は、老朽化した昭和30年代
の建物から平成の建物まで様々です。その中で老朽化し
た建物については、療養環境や耐震性の向上等のため、
順次建替整備を行っています。

　JCHOでは病院の安定経営に資するため、財政及び業
務継続性の両面から IT を活用しています。その基盤とな
る情報通信ネットワーク（「JCHOnet」という）を整備
し、本部・57病院間において安全な情報通信を可能と
しています。この JCHOnet には人事給与、財務会計、
情報共有など JCHOの全施設が使用する統一した各種
業務システムを構築しています。システムの統一化によ
り、設備投資及び運用管理などのシステム関連経費を削
減し、情報の一元管理によるデータの正確性の向上及び
人事異動先でも同じ方法での操作を可能にすることによ
る業務効率低下の防止等の効果を実現しています。他に

　職員が仕事と生活を“当たり前に”両立できる環境づ
くりを行っています。
　それぞれの価値観や望むライフスタイルに沿って、安
心して働き、休暇を取り、仕事が継続できるように制度
を有効に活用することが基本です。

・有給休暇取得率の向上
・「育児短時間勤務」「育児休業」「子の看護休暇」及び「親
等の介護休暇」等の各種制度の活用促進
・院内保育所の整備（32施設に設置）

　JCHO発足以降に建替を行った病院は、埼玉メディカ
ルセンター、大阪病院、久留米総合病院、天草中央総合病
院等があります。まだまだ古い建物も残っており、JCHO
では地元自治体との連携を図り、積極的な協力を得ながら、
現地建替か移転建替かを検討し整備を進めています。
　最近では、大阪みなと中央病院の建替用地を交通至便
な場所に確保し、都会型病院として生まれ変わるべく建
替整備を進めています。また、さいたま北部医療センター
及び仙台病院についても住宅地に残された貴重な土地を
確保し、地域住民に親しまれる病院を目指し建替整備を
進めています。
　JCHOでは、老朽化のため建替を必要とする建物が数多
く残っており、建替整備を積極的に進めているところです。

も JCHOnet 内WEB会議システムの一層の利活用を推
進することで、出張旅費、移動時間及び交通に係るCO₂
の削減にも努めています。
　地域医療を担う観点では、万が一の大規模災害時にお
いても診療業務の継続を可能とするため、電子カルテシ
ステムをデータセンターに構築し現在６病院が運用して
います。今後も電子カルテシステムの他、レントゲン等
の画像などについてもデータセンタを活用した医療デー
タの保全を推進することにより、業務の一層の合理化・
効率化を図ることとしています。

・ライフイベント（結婚・配偶者の転勤等）による転勤、
キャリアアップのための転勤の全国規模での支援

● 安定経営 ●

● IT 等の効率化を推進 ●

● 働きやすい職場づくり　～ワーク・ライフ・バランス支援～ ●

建替を行った大阪病院
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北海道四国地区 1　北海道病院（旧：北海道社会保険病院）

2　札幌北辰病院（旧：札幌社会保険総合病院） 3　登別病院（旧：登別厚生年金病院）

東日本地区 4　仙台病院（旧：仙台社会保険病院）

5　仙台南病院（旧：宮城社会保険病院）

6　秋田病院（旧：秋田社会保険病院）

7　二本松病院（旧：社会保険二本松病院） 8　うつのみや病院（旧：宇都宮社会保険病院）

9　群馬中央病院（旧：社会保険群馬中央総合病院） 10　さいたま北部医療センター（旧：社会保険大宮総合病院）

11　埼玉メディカルセンター（旧：埼玉社会保険病院） 12　千葉病院（旧：千葉社会保険病院）

13　船橋中央病院（旧：社会保険船橋中央病院） 14　東京高輪病院（旧：せんぽ東京高輪病院）

1
2
3

6

4

5

8

7

9

10

23

22

21
20
19

13

12
18

11

171516
14

〒059-0598
北海道登別市登別温泉町133
☎0143-84-2165

〒981-8501
宮城県仙台市青葉区堤町3-16-1
☎022-275-3111

〒981-1103
宮城県仙台市太白区中田町字前沖143
☎022-306-1711

〒016-0851
秋田県能代市緑町5-22
☎0185-52-3271

〒321-0143
栃木県宇都宮市南高砂町11-17
☎028-653-1001

〒331-8625
埼玉県さいたま市北区盆栽町453
☎048-663-1671

〒260-8710
千葉県千葉市中央区仁戸名町682
☎043-261-2211

〒108-8606
東京都港区高輪3-10-11
☎03-3443-9191

〒062-8618
北海道札幌市豊平区中の島１条8-3-18
☎011-831-5151

〒004-8618
北海道札幌市厚別区厚別中央２条6-2-1
☎011-893-3000

〒964-8501
福島県二本松市成田町1-553
☎0243-23-1231

〒371-0025
群馬県前橋市紅雲町1-7-13
☎027-221-8165

〒330-0074
埼玉県さいたま市浦和区北浦和4-9-3
☎048-832-4951

〒273-8556
千葉県船橋市海神6-13-10
☎047-433-2111

施設一覧JCHO GROUP

老 訪 居

訪 地 居

老 在 居

老 居

老 訪 地 居 老 地 居

老 地 居

老 地 居 老 居

訪 居

学

老 学 健 訪

地 在 居

訪問看護ステーション

居宅介護支援センター

健康増進ホーム

在宅介護支援センター

看護専門学校

地域包括支援センター

介護老人保健施設
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15　東京新宿メディカルセンター（旧：東京厚生年金病院） 16　東京山手メディカルセンター（旧：社会保険中央総合病院）

17　東京城東病院（旧：城東社会保険病院） 18　東京蒲田医療センター（旧：社会保険蒲田総合病院）

19　横浜中央病院（旧：社会保険横浜中央病院） 20　横浜保土ケ谷中央病院（旧：横浜船員保険病院）

21　相模野病院（旧：社会保険相模野病院） 22　湯河原病院（旧：湯河原厚生年金病院）

23　山梨病院（旧：社会保険山梨病院） 東海北陸地区

24　高岡ふしき病院（旧：社会保険高岡病院）

25　金沢病院（旧：金沢社会保険病院） 26　福井勝山総合病院（旧：福井社会保険病院）

27　若狭高浜病院（旧：社会保険高浜病院） 28　可児とうのう病院（旧：岐阜社会保険病院）

29　桜ヶ丘病院（旧：社会保険桜ヶ丘総合病院） 30　三島総合病院（旧：三島社会保険病院）

31　中京病院（旧：社会保険中京病院） 32　四日市羽津医療センター（旧：四日市社会保険病院）

〒240-8585
神奈川県横浜市保土ケ谷区釜台町43-1
☎045-331-1251

〒231-8553
神奈川県横浜市中区山下町268
☎045-641-1921

〒259-0396
神奈川県足柄下郡湯河原町宮上438
☎0465-63-2211

〒911-8558
福井県勝山市長山町2-6-21
☎0779-88-0350

〒509-0206
岐阜県可児市土田1221-5
☎0574-25-3113

〒411-0801
静岡県三島市谷田字藤久保2276
☎055-975-3031

〒510-0016
三重県四日市市羽津山町10-8
☎059-331-2000

〒252-0206
神奈川県相模原市中央区淵野辺1-2-30
☎042-752-2025

〒920-8610
石川県金沢市沖町八 -15
☎076-252-2200

〒919-2293
福井県大飯郡高浜町宮崎87-14-2
☎0770-72-0880

〒424-8601
静岡県静岡市清水区桜が丘町13-23
☎054-353-5311

〒457-8510
愛知県名古屋市南区三条1-1-10
☎052-691-7151

〒400-0025
山梨県甲府市朝日3-11-16
☎055-252-8831

〒933-0115
富山県高岡市伏木古府元町8-5
☎0766-44-1181

〒144-0035
東京都大田区南蒲田2-19-2
☎03-3738-8221

〒136-0071
東京都江東区亀戸9-13-1
☎03-3685-1431

〒169-0073
東京都新宿区百人町3-22-1
☎03-3364-0251

〒162-8543
東京都新宿区津久戸町5-1
☎03-3269-8111

24
25

26

3029

28

31
32

27

老 訪 在 居老 学

訪

老 訪 地 居 老 訪 居

老 訪 居 老 訪 地 居

老 地 居

訪学

訪学

学

老 地 居

訪

訪 居
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近畿地区 33　滋賀病院（旧：社会保険滋賀病院）

34　京都鞍馬口医療センター（旧：社会保険京都病院）

35　大阪病院（旧：大阪厚生年金病院） 36　大阪みなと中央病院（旧：大阪船員保険病院）

37　星ヶ丘医療センター（旧：星ヶ丘厚生年金病院） 38　神戸中央病院（旧：社会保険神戸中央病院）

39　大和郡山病院（旧：奈良社会保険病院） 40　玉造病院（旧：玉造厚生年金病院）

北海道四国地区 41　りつりん病院（旧：社会保険栗林病院）

42　宇和島病院（旧：宇和島社会保険病院） 43　高知西病院（旧：厚生年金高知リハビリテーション病院）

40

38

39

33

35

37

36

34

41

43
42

〒780-8040
高知県高知市神田317-12
☎088-843-1501

〒699-0293
島根県松江市玉湯町湯町1-2
☎0852-62-1560

〒651-1145
兵庫県神戸市北区惣山町2-1-1
☎078-594-2211

〒552-0021
大阪府大阪市港区築港1-8-30
☎06-6572-5721

〒603-8151
京都府京都市北区小山下総町27
☎075-441-6101

〒520-0846
滋賀県大津市富士見台16-1
☎077-537-3101

〒760-0073
香川県高松市栗林町3-5-9
☎087-862-3171

〒798-0053
愛媛県宇和島市賀古町2-1-37
☎0895-22-5616

〒639-1013
奈良県大和郡山市朝日町1-62
☎0743-53-1111

〒573-8511
大阪府枚方市星丘4-8-1
☎072-840-2641

〒553-0003
大阪府大阪市福島区福島4-2-78
☎06-6441-5451

施設一覧JCHO GROUP

老 学 健 訪

地 在 居

訪問看護ステーション

居宅介護支援センター

健康増進ホーム

在宅介護支援センター

看護専門学校

地域包括支援センター

介護老人保健施設

老 訪 居 居

訪

訪

老 居

学

訪

訪

老 学 訪 地 居

健
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44　下関医療センター（旧：社会保険下関厚生病院） 45　徳山中央病院（旧：綜合病院社会保険徳山中央病院）

九州地区 46　九州病院（旧：九州厚生年金病院）

47　久留米総合病院（旧：社会保険久留米第一病院）

48　福岡ゆたか中央病院（旧：健康保険直方中央病院） 49　佐賀中部病院（旧：佐賀社会保険病院）

50　伊万里松浦病院（旧：社会保険浦之崎病院） 51　諫早総合病院（旧：健康保険諫早総合病院）

52　熊本総合病院（旧：健康保険熊本総合病院） 53　人吉医療センター（旧：健康保険人吉総合病院）

54　天草中央総合病院（旧：健康保険天草中央総合病院） 55　南海医療センター（旧：健康保険南海病院）

56　湯布院病院（旧：湯布院厚生年金病院） 57　宮崎江南病院（旧：社会保険宮崎江南病院）

■本部・地区事務所
独立行政法人地域医療機能推進機構本部	 〒 108-8583　東京都港区高輪3-22-12	 ☎ 03-5791-8220
北海道四国地区管理部	 〒 108-8583　東京都港区高輪3-22-12	 ☎ 03-3445-0810
東日本地区事務所	 〒 108-0074　東京都港区高輪3-22-12	 ☎ 03-3445-0800
東海北陸地区事務所	 〒 457-0866　愛知県名古屋市南区三条1-1-10　中京病院健康管理センター内	 ☎ 052-698-2283
近畿地区事務所	 〒 553-0003　大阪府大阪市福島区福島4-2-78　大阪病院別館３階	 ☎ 06-6448-8680
九州地区事務所	 〒 806-8501　福岡県北九州市八幡西区岸の浦1-8-1　九州病院内	 ☎ 093-641-9744
研修センター	 〒 273-0027　千葉県船橋市海神西1-1042-2	 ☎ 047-495-7700

※正式名称は「独立行政法人地域医療機能推進機構＋名称」となります。

45
44

55

56

46
48

47
4950

51

57

53

5254

〒745-8522
山口県周南市孝田町1-1
☎0834-28-4411

〒849-8522
佐賀県佐賀市兵庫南3-8-1
☎0952-28-5311

〒854-8501
長崎県諫早市永昌東町24-1
☎0957-22-1380

〒868-8555
熊本県人吉市老神町35
☎0966-22-2191

〒876-0857
大分県佐伯市常盤西町11-20
☎0972-22-0547

〒880-8585
宮崎県宮崎市大坪西1-2-1
☎0985-51-7575

〒806-8501
福岡県北九州市八幡西区岸の浦1-8-1
☎093-641-5111

〒830-0013
福岡県久留米市櫛原町21
☎0942-33-1211

〒750-0061
山口県下関市上新地町3-3-8
☎083-231-5811

〒822-0001
福岡県直方市大字感田523-5
☎0949-26-2311

〒849-4261
佐賀県伊万里市山代町立岩417
☎0955-28-3100

〒866-8660
熊本県八代市通町10-10
☎0965-32-7111

〒863-0033
熊本県天草市東町101
☎0969-22-0011

〒879-5193
大分県由布市湯布院町川南252
☎0977-84-3171

老老 訪 居

老 居

老 地 居

訪

老 居 老 居

訪 居 老 訪 居
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Ver3

〒 108-8583　東京都港区高輪3-22-12
TEL：03（5791）8220
FAX：03（5791）8258
URL：http://www.jcho.go.jp/

独立行政法人 地域医療機能推進機構（JCHO）

安心の地域医療を支える


